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 深層崩壊による被害を防ぐ，あるいは軽減するためには事前に深層崩壊が発生するおそれの

ある斜面を抽出する必要がある．一方で，紀伊山地のような広範囲を対象とする場合，調査に

多大な労力がかかる．そこで本検討では，広範囲にわたって地盤状況を把握することができる

空中電磁探査を活用した深層崩壊が発生するおそれのある斜面の抽出を試みた．その結果，空

中電磁探査による地盤状況の推測はボーリング調査によって把握した地盤状況と比較すると，

崩壊面となりうる箇所が抽出できる可能性があることなどが示唆され，深層崩壊が発生するお

それのある斜面の抽出に有効であることが示された． 
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1.  はじめに 

 
 平成23年台風12号をはじめ，近年各地で深層崩壊が多

発している．深層崩壊は，崩壊規模は極めて大きく，被

害が大きくなる事例がみられる．このような深層崩壊に

よる被害を軽減するには，深層崩壊発生危険斜面（以後，

危険斜面）を抽出した上で詳細な災害シナリオを想定し

対策を行う必要がある．これまで危険斜面の抽出手法と

しては斜面の変形の程度（ひずみ率）をレーザープロフ

ァイラによる平面的な微地形判読，地形解析によって評

価する方法や，変形が進行した斜面の末端において湧水

の電気伝導度などを分析することによる地盤内部の推定

方法などが検討，開発されてきた１）．しかし，このう

ち危険斜面の地盤内部を評価する手法は，湧水箇所の調

査を含め現地での詳細調査が主体であり，広い範囲から

の抽出を行う場合は，多大な労力が求められる． 
一方で近年，ヘリコプターを用いて広範囲の地下情報

を得られる空中電磁探査が注目されている2）- 6）．危険斜

面と考えられる斜面では，崩壊前に地盤内部における風

化や重力変形による緩み域が存在すると考えられるため，

この緩み域を空中電磁探査によって抽出することが出来

れば，現地調査を行う必要のある斜面を従来よりも，さ

らに絞り込むことが可能となる． 
そこで本研究では，空中電磁探査による地下の比抵抗

分布に着目した，危険斜面抽出技術について検討したの

で，その結果について報告する．  

2.  研究方法 

 
 本研究は図-1に示す空中電磁探査取得範囲において実

施した．この範囲において微地形判読などから危険斜面

であると考えられる1斜面を抽出した上で，空中電磁探

査によって得られた比抵抗データを基に，対象斜面の緩

み域を推定した．さらに対象斜面においてボーリング調

査，孔内傾斜計による地中変位観測を行い，比抵抗デー

タから推定される緩み域の妥当性を検証した． 

 

図-1 調査対象範囲 

別紙―２ 
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図-2 ひずみ率の算出 

 

 

図-3 微地形判読に基づく危険度評価 

千木良ら 7)から一部引用 

 

3.  対象斜面の抽出 

 

 対象斜面はレーザープロファイラを用いたひずみ率計

測や微地形判読を基にした危険度評価によって抽出した．

微地形判読は図-1に示す範囲で実施し，重力変形斜面

を抽出した．その上で，抽出された斜面についてひずみ

率および微地形判読による危険度評価を行った．なお，

孔内傾斜計による観測をあわせて実施した．ここでひず

み率は図-2に示す通り小崖の斜面方向の長さを斜面長

で除した値であり，斜面の重力変形の程度を示す指標で

ある１）．また微地形に基づく危険度評価は既往研究 7）

を参考にした（図-3）．抽出された斜面の中から，現地

調査ならびにボーリング調査のアクセスを考慮し，対象

斜面を 1斜面選定した．選定された斜面は深層崩壊発生

箇所である赤谷崩壊地の西に位置する（以後，赤谷西と

 

 

図-4 対象斜面概要 

（上：対象斜面周辺 下：対象斜面詳細） 

 

呼ぶ）（図-4）．赤谷西のひずみ率は4.7%で，紀伊山地

で崩壊前の斜面で確認された5～21%とほぼ同様であっ

た8）．また微地形に基づく危険度評価では，斜面末端で

の崩壊が認められ図-3で示す危険度Ⅳと評価される． 

 

4.  空中電磁探査の実施および比抵抗分析 

 

紀伊山地における空中電磁探査は平成24年から平成26
年にかけて図-1に示す範囲で実施された．空中電磁探査

は，電磁誘導現象を利用する電磁探査の一つで，ヘリコ

プターに曳航した電磁センサーを用いて地中の電磁場応

答を測定し，現地に立入ることなく，広域斜面の比抵抗

3次元構造を把握する探査手法である．本研究で使用し 
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図-5 各測線の見掛比抵抗 

 

た空中電磁探査のデータは，周波数領域タイプの測定シ

ステムで取得されたものである．当該測定システムでは，

人工的に送信コイルから発生させた一次磁場が，地中を

通過する際に磁束の変化を打ち消すように渦電流（誘導

電流）が流れ，その渦電流による二次磁場の強さを受信

コイルで測定し，一次磁場に対する二次磁場の割合から

比抵抗を算出する．その際，使用する周波数によって探

査深度が異なることから，複数の周波数で測定すること

で一度に複数深度の比抵抗データが得られるため，周波

数毎に計算した比抵抗を該当する探査深度にプロットし，

周波数間の比抵抗を比例補間して比抵抗断面図を作成す

る．比抵抗は，主に単位体積当りの含水量と粘土の含有

量によって支配される物性値である．間隙率が大きく地

下水で飽和した地質ほど，あるいは粘土が多い地質ほど

比抵抗は低い．また新鮮で間隙が少ないか，間隙率が大

きくても地下水が不飽和な地質ほど比抵抗は高くなる．

なお，本研究では，測定データから算出した見掛比抵抗

を使用した．また見掛比抵抗は理論値であり，絶対値の

分布を示すデータではない．そこで分析では相対的な変

化に着目し，地盤の不連続面に対応する見掛比抵抗の変

化に注目した．比抵抗の分析は測線を図-4に示すように

設け，実施した．まず各測線の見掛比抵抗を示す（図-

5）．斜面内ではいずれも深度方向に同様の比抵抗変化

を示し，地表より深度30m付近まで高比抵抗，深度30m 

表-1 ボーリング調査箇所の見掛比抵抗変化深度 

ボーリング箇所 Ak-1 Ak-3 Ak-4 
高比抵抗域 不飽和な緩み岩盤 

変化域 

（最大変化深度） 

38m 29m  

低比抵抗域 

（最低値深度） 

51m 42m 33m 

飽和度の高い緩み岩盤 

変化域 

（最大変化深度） 

69m 59m  

変曲部 117m 102m  
高比抵抗域 不飽和な新鮮岩盤 

深度は微分フィルタに基づく 

 
図-6 比抵抗の分布とボーリング調査位置（測線Ⅲ） 

深度は図-9から図-11に示すコアの深度を示す 

 

～60m付近で低比抵抗，深度60m以深で相対的に高比抵

抗でかつ高角度の比抵抗変化を示す3層構造と，それぞ

れの間に低角度の変化を示す比抵抗領域が存在する． 

 

5.  比抵抗分析とボーリング調査の比較 

 
（1）見掛比抵抗構造から推定される地盤状況 

 表-1に各箇所での見掛比抵抗変化面の深度を示す．見

掛比抵抗の相対的な変化は，地盤の抵抗値に影響する含

水率，粘土鉱物含有量，構成物質そのものの比抵抗特性

等の相対的な違いに影響されると考えられる．そこで，

見掛比抵抗構造から鉛直方向の地盤状況を推察すると，

浅部の高比抵抗領域は開口や間隙の多い不飽和な緩み岩

盤，低比抵抗領域は地下水飽和帯や粘土鉱物が多い地層，

砂岩に比べ相対的に比抵抗が低い泥岩や凝灰岩層の分布，

深部の高比抵抗は比較的新鮮で間隙が少なく不飽和な岩

盤であると推定される．このうち，緩み域の下端に相当

するのは，低比抵抗と深部の高比抵抗の境界と考えられ

る．なお，高角度の比抵抗変化は断層等の地質構造に起
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因する不連続面の存在を示唆している可能性がある． 
 
（2）ボーリングコアで確認される地盤状況 

 ボーリング調査は3か所（4孔）において実施した．  
Ak-1のボーリングコアを図-7に示す．深度51m周辺に

低比抵抗帯の中心が位置していたが，ボーリングコアで

は凝灰質頁岩を含む泥質岩が分布し，上下に砂岩層が存

在する．また低比抵抗帯の中心周辺ではX線回析の結果，

粘土鉱物の緑泥石が消失し，スメクタイトが形成されて

いた．またボーリングコア深度72m付近では，深度70.1
～73.52mにかけて砂岩層が破砕され岩片状となっており，

脆弱な岩盤が分布する． 
次にAk-3のボーリングコアを図-8に示す．低比抵抗

帯の中心は深度 42m周辺に見られたが，ボーリングコ

アでは開口亀裂やせん断面が発達する泥質岩が分布して

いた．深度 40.65m～41.08m間は，破砕状の細礫からな

る．低比抵抗帯の中心周辺は，岩石の有効間隙率が他の

深度より大きかった．またX線回析結果では，粘土鉱

物の緑泥石が消失してスメクタイトが形成されており，

崩壊面になりやすいと考えられる．またAk-3における

孔内傾斜計の観測では，深度 41m付近において 2月 8日
から 3月 7日にかけて 0.12mm程度の変位が見られた．  
最後にAk-4についてボーリングコアを図-9に示す．

深度 33m周辺に低比抵抗帯中心が位置したが，深度

30.6mで砂岩優勢層から泥質岩に変化している．また，

深度 31.26～31.65mが破砕状の細礫からなり，32.65mで

擦痕が確認された．低比抵抗帯中心よりも深い領域では，

破砕度の比較的進んでいない棒状コアが分布する．また

X線回析結果では，粘土鉱物の緑泥石が減少している． 
 
（3）地盤状況による推定崩壊面と見掛比抵抗変化面 

 比抵抗の分析，比抵抗とボーリング調査の比較から，

相対的に比抵抗の低い低比抵抗帯は，破砕状の細礫を狭

在し，スメクタイトが見られるなど崩壊面となりうる緩

み域を表現している可能性があることが分かった．  
 

6.  まとめ 

 

 本研究では，比抵抗の分析による緩み域の推定を行う

とともに，ボーリング調査によってその妥当性を検証し

た．その結果，比抵抗の分析による緩み域の推定では，

1斜面の検討において，浅部から深部に向かって高比抵

抗，低比抵抗，高比抵抗に比抵抗が変化している様子が

見られ，ボーリング調査との比較から，このような変化

において低比抵抗領域は緩み域を表現している可能性が

示唆された．一方で，今回の検討は重力変形が比較的明

瞭な 1斜面のみの検討であり，他の斜面での有効性につ

いても検討する必要がある． 

今後，地形解析による方法や水質分析による方法との

組 

 
図-7 Ak-1ボーリングコア 

 
図-8  Ak-3ボーリングコア 

 

図-9  Ak-4ボーリングコア 
 

み合わせにより，さらに詳細に危険斜面の抽出ができる

可能性もある．さらに検討を進め，危険斜面のより精密

かつ効率的な抽出につなげたい． 
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